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論説

地域経済を脆弱化させる国際事業活動の質的変化（ )

～道内木材加工業の事例分析・考察～

越 後 修

Ⅰ．は じ め に

１．悪化する国内事業環境

ニクソン・ショックをはじめとして，これまで幾度となく起こってきたビジネス環境の大きな

変化は，日本企業に生産拠点の海外移管を促してきた。総合研究開発機構（2011，第29面）は，

この海外シフトがもたらす国内経済への悪影響について，強い関心と懸念がとくに持たれた時期

が，過去に四度あったと述べている。一度目は，1985年のプラザ合意後，二度目は，バブル経

済崩壊後の1990年代半ば，三度目は，中国をはじめアジアからの輸入が急増した2000年以降で

あった。そして四度目が，2009年後半から進展した超円高に直面する今日である。

これまでの円相場の最高値は，79円75銭（1995年４月19日）であったが，2011年３月17

日にこれが更新され（76円25銭），以後同年内に記録が次々と塗り替えられた 。米国やギリ

シャの政府債務問題の深刻化による経済不安や，投機筋の仕掛けなど，諸要因が絡んでいること

もあり ，レートは適当な水準へと戻りそうもない。この暗い見通しに加え，東日本大震災以降

の電力不足，温暖化ガス削減にかんする厳しい目標の付与，通商政策の出遅れ（自由貿易協定締

結の遅さ），高税率の賦課，雇用形態をめぐる規制強化が，企業の国内事業活動を難しくさせて

いる。これらの「六重苦 」に直面し，海外での事業を強化・拡大してゆく姿勢を鮮明にし始め

ている企業は多く，国内経済のさらなる悪化が懸念されている。
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研究過程におきまして，道内木材加工企業の本社および中国現地法人の皆様には，ヒアリング調査への御協力

を頂戴しました。また，函館税関調査部調査統計課，北海道水産林務部林務局林業木材課，日本貿易振興機構

北海道貿易情報センター，農林水産省図書館，林野庁林政部木材産業課（順不同）の皆様には，資料収集の面

で御協力を頂戴しました。ここに改めて深く謝意を表します。なお，本稿にありうる誤謬は，いうまでもなく

すべて筆者に帰するものであります。

（追記)本研究は，北海学園大学開発研究所から研究助成金（研究課題「分権型社会における地域自立のための

政策に関する総合研究（2009～2011年度）」）を受けました。

2011年８月19日：75円95銭，10月21日：75円78銭，10月25日：75円73銭，10月26日：75円71銭，

10月27日：75円67銭，10月31日：75円32銭。

2011年３月11日に発生した東日本大震災後，自社工場の建て直などに多額の資金を確保する必要性から，

日本企業はドル資産を売って円を得ようとするだろうとの読みから，投機筋は円買いドル売りを進めた。

国内事業活動の継続を難しくさせる変化としては，関（1997a，pp.10-14）が指摘する若者の製造業離れ，

およびそれに伴って生じている基盤技術の質的低下なども挙げられる。



２．地方企業の国際事業展開の現況

円高を基点とした一連のストーリーの末路として，多くの人々が懸念するのが，産業空洞化

（deindustrialization；hollowing out）である。産業空洞化については，研究者の間で共通した

定義があるわけではない。しかし，叶（2003，p.18）や小林（2003，p.8），中村・渋谷（1994，

pp.5-14）などの諸説をまとめれば，「国際競争力を失って輸入激増，輸出激減の打撃を受けたモ

ノづくり企業が海外に生産拠点を移転する一方，それを埋め合わせるだけの産業の高度化，新産

業の創出が起こらないために増加する関連企業の倒産・廃業も進むことで，雇用や設備投資の減

少，技術水準の停滞・低下が増幅され，経済の成立そのものを危機に陥れる事態が進んでゆく現

象」という折衷的定義を（いささか冗長気味ではあるが）得ることができる。

日本経済全体が低迷する中，とりわけ地方経済の停滞が際立っている。国内経済の真の再生は，

地方経済の活性化の成否にかかっているわけだが，その雲行きを怪しくさせている因子のひとつ

が，産業空洞化を招きうる地場企業の国際事業展開の活発化である。ここでは，調査が継続的に

実施され，その結果が利用しやすい状況にある北海道企業の国際事業展開に注目することにしよ

う。第１表から，とりわけ食品関連企業や木製品企業の海外進出が多いことがわかる。地域特殊

的資源を活用した産業に属する企業が，多様な形態を取りながら海外事業を展開してきたのであ

る。

第１図は，海外展開を行う企業，およびそれらが置く海外拠点の数的変化を表している。アン

ケート形式による調査で得られたデータであることや，1996年度から調査方法を変更している

ことなどから厳密性には欠けるが，アジア通貨危機が発生した1997年度にそれらの数が一旦は

減少したものの，再び増加傾向を辿ったことが読みとれる。しかし，リーマン・ブラザーズの破

綻が引き金となって起こった世界同時不況の影響を受け，トレンドに新たな変化が現れた。海外

拠点数は2009年度に若干持ち直したものの，対外進出企業数はさらに減少している。

北海学園大学経済論集 第59巻第４号(2012年３月)

［第１表］業種・形態別海外拠点数（北海道企業；2009年度)

現地法人
委託生産 その他

単独 合弁

食料品 19 6 10 6

木材・木製品 9 1 9 4

自動車部品 5 6 3 2

家具・インテリア 11 0 0 0

建設・土木・不動産 2 3 0 6

情報処理・ソフトウェア 1 1 5 2

繊維・織物 0 1 3 1

金融・証券 0 0 0 5

金属製品 0 3 1 0

精密機器 2 0 2 0

その他 26 16 16 6

合計 75 37 49 32

（出所)日本貿易振興機構北海道貿易情報センター（2010）のデータをもとに筆
者作成。
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ここ数年，これらの値が伸び悩んでいる要因のひとつとして考えられるのが，中国ビジネスの

縮小である（第２図参照）。日本貿易振興機構北海道貿易情報センター（2010）も指摘している

ように，中国への一極集中を回避しようとする企業が増えており，それが第２図，そして第１図

の値の変化に反映している。とはいえ，国内市場の縮小化，デフレ経済の長期化，少子高齢化な

どの現況を考えれば，アジア諸国・地域への展開によって生き残りを図ろうとする企業の数，な

らびにその海外拠点数は，今後増えてゆくことが予想される 。

３．研究課題の設定

地域経済が衰退の一途を辿ることを予期させるものとして，企業の対外投資額および対外投資

件数の変化量をクローズアップする研究が散見される。多くの研究者達は，地域社会の衰退の主

因を海外直接投資（Foreign Direct Investment；以下，FDIと略記）に見出しているのである

地域経済を脆弱化させる国際事業活動の質的変化（ )(越後)

［第１図］北海道企業の海外事業展開（進出企業数・拠点数)
（注）2006年度は値なし。
（出所)日本貿易振興会北海道貿易情報センター・北海道経済国際化センター（1990-1996），日本貿易振興機構北

海道貿易情報センター（2004-2010）のデータをもとに筆者作成。

［第２図］北海道企業の海外事業展開にみられるアジア・中国偏重傾向
（注）2006年度は値なし。

国・地域別の進出企業数をカウントし，それらを合計することでアジアへの進出企業数を算出しているため，
同一企業が複数カウントされている。

（出所）日本貿易振興機構北海道貿易情報センター（2004-2010）のデータをもとに筆者作成。

北海道の地方銀行である北洋銀行は，2005年３月に大連駐在員事務所を開設し，道内企業と中国との橋渡

し業務に本腰を入れ始めた。2010年11月に大連銀行と業務協力協定を締結し，2012年１月には大連市の経済

担当幹部と道内企業の交流会を開催するなど，中国ビジネスのサポート体制をさらに強化しようとしている。

北海道銀行も2006年８月，道内企業の対中進出支援を拡充することを目的に，瀋陽に駐在員事務所を開設し

た。
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（小島（1989，p.59）や原（1992，p.105）のいう「狭義の」産業空洞化論）。先に述べたように，

プラザ合意後の円高に誘発された FDIの活発化が，産業空洞化現象を社会問題として顕在化さ

せた，および日本に先行して1960～70年代に産業空洞化が米国で議論された発端が，FDIの急

増であったという経緯からすれば ，その思考が定着していることも理解できる。

しかし，地域経済に負の効果をもたらしうるのは，FDIだけではない。第１表からもわかる

ように，国際事業活動には多様な形態がある。いうまでもなく，国際事業活動の諸形態間には性

格的違いがあり，それゆえ，それぞれが関連産業・企業，ひいては地域経済全体にもたらすマイ

ナス影響の大きさも一様ではない。この点から，企業の国際事業形態にかんする選好変化，換言

すれば，国際事業活動の「質的変化」の発生も，地域経済の衰退を導くファクターになるのでは

ないかという問題意識が芽生えてくる。産業空洞化が地域経済の質的な変化現象でもあることを

想起すれば，それをもたらす国際事業活動の深化として，その量的変化のみならず，質的変化も

視野に入れることに，不思議はないだろう。

産業空洞化の原因として，FDIとともに開発輸入（委託生産）を挙げる先行研究としては，

たとえば清成（1996）がある。けれども，われわれが感知する両者が地域経済に与えるインパク

トの差や，選好変化によってもたらされる地域経済の低迷の構図などを検討するには至っていな

い。

地域経済の疲弊は，基盤産業の不振を根源とする他業種の不振という負の連鎖の発生によると

ころが大きいことから ，今求められている地域経済の活性化の本質は，「域内産業の連関・循環

システムの強化」にあると考えるべきである。そのための施策を検討するにつき，先行する成功

事例をもとに「勝利の方程式」を探ることは欠かせない作業である。しかし，絶対的な成功を約

束するパターンなどあり得ない以上，失敗がもたらされる論理の探究も，不可避な作業である。

地域経済の再生シナリオの作成過程において，域内での仕事量や就業機会が失われてゆくメカニ

ズムの解明が欠かせず，そのメカニズムのひとつと考えられる「域内企業による海外事業活動の

経時的変化」を理論化することは，経済学者に求められる貢献のひとつである。

そこで本稿では，地域経済の低迷を深刻化させる国際事業モードの選好変化の理論を構築する

ことを研究課題とする。

Ⅱ．仮説・サンプルの設定

１．仮説の設定

企業が選択しうる生産方式については，「国内か海外か」と「自社か他社か」のふたつの対立

軸によって分類することができる。これまで地域産品の供給先は，域内市場および国内市場が主

であったこと，われわれの関心が「国内から海外へのシフト」および「海外事業の質的変化」に

置かれていることから，本稿では国内の自社工場で生産する「国内生産」，海外に設立した工場

で生産する「FDI」，海外の地場企業の工場で生産する「委託生産」の３つのモードを想定する

ことにする 。

こうした指摘は，たとえば通商産業省（1989，pp.192-193），小島（1989，p.65）。

企業業績の悪化は，雇用の減少ひいては人口の減少につながる。これは最終消費財への需要，さらには関連

する中間財への需要をも押し下げることになる。こうして負のスパイラルが加速してゆく。

国内生産が〝made in Japan"と表現されることに対応させれば，FDIは〝made by Japanese(-affiliated)
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地域が「企業の活動空間」であるとき，「財・サービスを提供することで顧客から対価を得，

それを事業活動に関わったアクターに配分する」という企業が有する社会的機能が大きく働き，

当該地は「人間の生活空間」としても活性化する。しかし，さらなる私的便益を追求するための

方策として，企業が海外生産を選択するようになると，一転して負の連鎖が発生する。関連産

業・企業との取引量が減少し，これが域内雇用の悪化を生むことになる。こうして，地域は経済

活動の場として，さらには生活の場として機能しなくなり始める 。

この負の効果は，FDIよりも委託生産が選択されるときに大きくなる。なぜならば，後者の

ほうが，地域と海外との間の国際分業関係がより成り立ちにくく，域内産業連関（域内経済循

環）を破壊する力がより強いと考えられるためである（第２表参照）。

事業活動のグローバル化の深化が地域経済を衰退させるという定説と，上述のように，地域経

済に与える効果の大きさがモード間で異なるという点から，以下の仮説が導出される。

【仮説H】

企業の国際事業活動のモード選好には，「国内生産→ FDI→委託生産」という経時的変化がある

ヒトがそれまでと異なった行動をとるのは，現状への不満（理想・目標とのズレ）が閾値を超

えるようになるからである。こうした観点に立てば，状況の負の変化がモード選好の変化要因に

なるとの憶測が成り立ち，以下の仮説が得られる。

【仮説H】

状況変化で苦境に立たされた企業は，そこから脱却するために状況に合ったモード選択をする

２．サンプルの選定

⑴ 研究対象産業の選定

われわれが定立した仮説を検証するにつき，どのような産業をサンプルとするのが適当であろ

うか。サンプル産業には，たとえば以下のような条件を満たすことが求められる。

第一条件は，「成熟・衰退産業であること」である。いうまでもないが，一定の帰結が得られ

るものでなければ，実証研究の素材とはならないからである。また，ある程度長期的な時系列

データが利用でき，産業構造の変化を数量的に観察できる点でも，歴史の長い産業は都合がよい。

第二条件は，「商品改廃が激しくない産業であること」である。矢継ぎ早に新商品が投入され

る産業では，生命を全うせずに消える商品も少なくない。そうした産業を被写体にしても，産業

［第２表］各国際事業方式が地域経済にもたらす正・負効果（相対的大きさ)

地域のサプライチェーンへの波及効果 地域住民の生活（就業機会・家計など）への波及効果

国内生産 ＋ ＋

FDI － －

委託生産 － － － －

（出所）筆者作成。

company"と表現しうる。日本経済団体連合会（2003，pp.28-37）は，海外の企業・生産環境などをうまく取

り込む一方，日本で高付加価値を創造してゆくことを〝made by Japan"と命名している。

ここでは，大木（1996，p.12），岡田（1997，p.12；2003，p.85）の論を参考にした。
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構造の変化パターンや，モード・シフトの基本的な展開パターンを析出することはできない。

第三条件は，「地域の文化・風土と密接に結びついた製品，域内に豊富にある資源を用いた製

品を生産する産業であること」「域内市場産業，あるいは国内市場産業であること」である。わ

れわれが関心を置く地域経済の支柱産業の多くには，このような特性を見出すことができるから

である。

第四条件は，「消費財のみならず，生産財を生産するケースもみられる産業であること」であ

る。地域産業を研究対象とするには，そこに数多く含まれている BtoB企業のケースも視野に入

れられるほうが望ましいと考えるためである。

以上の諸条件を満たすものとして，本稿では合板，集成材，割り箸などを生産する木製品産業

（木材加工業）をサンプルとする。

⑵ 研究対象地域・企業の選定

有益な理論的・政策的インプリケーションを提供する研究となるためには，研究対象の選定を

慎重に行わなければならない。その際，ひとつの選定基準となるのが，「注目する現象ともっと

も疎遠と考えられるが，当該現象が現実化した事例であること」である。なぜならば，そうした

事例を研究することで，現象の本質を浮き彫りにすることができるからである。

地方圏の企業の海外シフトでは，投入要素費用の低減を目的として行われているケースが目立

つことからすれば，投入要素が豊富で安価な地域の企業が，サンプルとして適当といえる。われ

われは木製品産業を研究対象とするので，労働コストが低いことに加え，林産資源に恵まれ，調

達が容易であることが，サンプル企業の地域的条件となる。

わが国の中で，所得水準が相対的に低位な地域のひとつが，北海道である。また，わが国は国

土面積に占める森林面積（森林率）が約70％にものぼる「木の国」であるが，その中でも域内

森林資源潤沢度の高さが際立っているのが，北海道である（第３図参照）。以上から，われわれ

は北海道の木製品企業をサンプルとして研究を行うことにする。

本稿が採用している地域分類は，以下の通りである。「北海道」「東北（青森県，岩手県，宮城県，秋田県，

山形県，福島県）」「関東（茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県）」「北信越（新潟県，

富山県，石川県，福井県，山梨県，長野県）」「東海（岐阜県，静岡県，愛知県，三重県）」「近畿（滋賀県，京

都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県）」「中・四国（鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県，徳島県，

香川県，愛媛県，高知県）」「九州（福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県）」。

［第３図］森林資源潤沢度（2008年)
（注）木材の「域内生産量」を「移入量＋輸入量」で除して算出。
（出所）農林水産省大臣官房統計情報部（2011）のデータをもとに筆者作成。

― ―90 北海学園大学経済論集 第59巻第４号(2012年３月)



複数のサンプルから一定の傾向を析出し，理論化を試みる際には，サンプル数が多いことに加

え ，サンプル間の質的バラツキが小さいことが望まれる。理論の中に取り込むべき重要変数を

特定化でき，導出される理論の価値を高められためである。それでは，どのような点からサンプ

ルを均質化すべきだろうか。たとえば，事業形態の選定がビジネス環境に大きく影響されること

から，特定国で事業を展開している企業に対象を絞るという方法が考えられる。

そこで本稿では，事例数が一番多い中国で事業展開する道内木製品企業のみを対象とすること

にする。対象企業の基礎データは，第３表の通りである。

Ａ社の中国ビジネスは，1990年ごろから始められた。当初，原材料調達に置かれたその目的

は，やがて完成品生産に置かれるようになった。2001年，独資形態で大連に生産拠点を設け，

同社の主要産品である集成材を生産している。

Ｂ社は，国際ビジネスの経験に富んだ企業である。輸出入の拠点として，1965年にニュー

ヨークに現地法人を開設したのを皮切りに，アジア各国にもビジネス・フィールドを広げてきた。

アジア事業については，マレーシアでの業務提携・駐在員事務所開設（1988年）に始まり，国

際マーケティング・センターをシンガポールに設立（1993年）した後，中国へ進出するという

経過を辿ってきた。1998年，中国東北部の林産資源で単板，製材を生産するために，黒龍江

省・鉄力に現地法人（独資）を設立した。そして2001年に合・単板，製材，床材の生産拠点を

大連に新設した。

Ｃ社は，1993年まで生産量日本一を誇った有力割り箸メーカーである。このように大規模な

国内生産を行う一方で，中国産の割り箸を早くから扱ってきた。1980年に黒龍江省の現地企業

との間に技術提携を結び，製品供給を受け始めたが，やがて直接的に生産に携わるようになった。

［第３表］サンプル企業の基礎データ

本社管内 選択方式 展開先 展開時期 主要生産品

Ａ社 日高 FDI 大連（遼寧省） 2001年 集成材

Ｂ社 日高 FDI 大連（遼寧省） 2001年 合・単板

Ｃ社 オホーツク FDI 大連（遼寧省） 2001年 割り箸

Ｄ社 オホーツク 委託生産 宜昌（湖南省） 1991年 集成材，合・単板，祝箸

Ｅ社 後志 委託生産 天津（直轄市） 2002年 集成材

Ｆ社 オホーツク 委託生産 嘉善（浙江省） 2005年 合板

Ｇ社 空知 委託生産 哈 （黒龍江省） 2005年 単板，床材，集成材

Ｈ社 上川 委託生産 大連（遼寧省） 1993年 内装部材

Ｉ社 オホーツク 委託生産 営口（遼寧省） 1995年 割り箸

Ｊ社 オホーツク 委託生産 大連（遼寧省） 1998年 割り箸

Ｋ社 オホーツク 委託生産 延吉（吉林省） 2001年 合板

Ｌ社 上川 委託生産 大連（遼寧省） 2004年 床材，集成材（横接ぎ材）

（注） はそれに近い形態が選択されていることを示す。
（出所）筆者作成。

同質的サンプルが数多いということは，サンプル企業の行動が必然的なものであったことの証左でもある。

この点においても，より多くの同質的ケースで構成されるカテゴリは，研究対象として妥当であるといえる。
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哈 に日中合弁会社を設立（1991年）した後，大連にも合弁で加工工場を置いた（1994年）。

そして2001年，独資形態を採った大連での事業をスタートさせた。

Ｄ社は，ナラ，カバなどの製材のほか，集成材，合・単板，箸，花火軸木など，幅広い製品の

生産にとり組んできた。製材や加工品の輸入にも積極的であり，1980年以降，北米，東南アジ

アなど数多くの国の企業と取引を行ってきた。中国事業については，1991年から湖北省・宜昌

の地場企業へ生産を委託し始めた。1992年には，事業活動上，利便性の高い大連に駐在員事務

所を設立し，中国ビジネスを強化した。コスト削減のため，現地で採用した者をスペシャリスト

に育て，現地事務所の仕事をすべて任せている。

Ｅ社は，紀州材の輸出を目指した有志者が，韓国・仁川で事業を開始した（1906年）ことに

より誕生した。事業は順調に進み，その翌年には韓国鉄道院から枕木の受注に成功した。その際

に注目したのが北海道産の枕木であり，その買い付けを行う基地として，後志管内に出張所を設

けたことが，Ｅ社が北海道企業となった起源である。こうした遍歴を辿ってきたこともあり，Ｅ

社は国際感覚溢れた企業である。欧米諸国との取引には，1930年代から着手してきたが，南満

州鉄道へ枕木を納入するための拠点として大連に事務所を持つなど，中国事業の歴史はそれより

も長い。近年の中国ビジネスとしては，2002年に開始した天津の地場企業への生産委託がある。

同ビジネスでの受託企業への指導，製品の品質チェックなどを行うために，2006年に駐在員事

務所を大連に置いた。

Ｆ社は，本社周辺に生息する森林資源を活用した製品づくりを続けてきた 。しかし，次第に

シナが枯渇してきたことから，敦化（吉林省）からシナ単板を輸入し，それを加工するように

なった。その後，Ｆ社はカラマツ合板を開発し，原料不足問題を解決することを選択したものの，

関東市場では広葉樹合板への需要が根強く残っていることから，その対応として，嘉善の地場企

業にポプラ合板の生産を委託することにした 。

Ｇ社は，比較的新しい企業である（1985年設立）が，設立前の1984年から原木輸入を始める

など，中国ビジネスの経験が豊かな企業である。製品生産に直接関与する中国事業については

1989年から始めており（北京），日本企業および中国企業との合弁形態を採った 。1992年に大

連で地場企業との合弁事業（1993年解消），1995年に 西省で独資事業（2000年生産終了），そ

して2003年に瀋陽（遼寧省）で地場企業との合弁事業を次々展開してきた。しかし2005年以降，

合弁での生産活動を停止（休業）する一方，委託生産へと戦術をシフトしている。哈 の地場

企業へ技術移転し，そこから製品を調達するビジネスへと転換している。

Ｈ社は，丸太輸入の可能性を探るため，1978年に木材業界で初めて黒龍江省へ視察に出向く

など，他社に先駆けて中国ビジネスの様々な可能性について模索してきた企業である。1990年

ラワンなど外材を原料とするために，合板メーカーは港に近いところに立地することが多い。しかし同社は，

周辺にある素材を利用するため，内陸部に位置する。

揚子江大洪水以降，伐採規制が強化されたが，ポプラは規制外となった。ポプラはシナと異なり植林木であ

り，比較的短期間で収穫可能であるためである。中国でのポプラ栽培の歴史は古く，2000年にも及ぶといわ

れている（本格化したのは1950年代以降）。

ポプラ製品は狂いが生じやすい，ホルマリン放散量管理が難しいことなどから，これまで日本では梱包用材

での利用が中心であった。

当初，10年程度で中国での生産活動から撤退しようと考えていたため，現地法人を整理しやすい合弁形態を

選択したという。第２工場も建設したが，ともに1996年に操業を停止した。
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代に入り，道内の優良森林資源の不足が深刻化する中，本格的に中国産材の輸入・利用を始め，

1993年には内装部材の生産を大連で始めるに至った。事業形態としては合弁（Ｈ社出資比率

49％）であるが，現在では生産活動をすっかり現地パートナーに任せている。パートナーとの間

には，緩やかな関係が保たれており，実質的に委託生産といえる形が採られている。

Ｉ社は1995年，合弁形態にて営口へ進出し，カバ，マツを素材にした割り箸の生産を始めた。

続いて1997年には，湖南省・長沙の現地企業との間に，竹箸の供給を受ける契約を締結した。

前者については，出資比率73％で事業を開始したが，株式をパートナーに買い取らせ，同比率

は25％にまで縮小している（ちなみに，後者の出資比率は５％）。両事業とも出資をしてはいる

ものの，生産については現地企業に委任している。

Ｊ社は森林資源にそれほど恵まれていない地で操業していたこともあり，他社に比して早くか

ら外国産原木に依存せざるをえなかった。こうして輸入原木を原料として割り箸の生産を続けて

きたが，1998年からは製品生産を海外で行うようになった。現地企業から半製品を調達して加

工するビジネス形態をとるにつき，進出先としては割り箸工場の集積地付近が最適地となる。加

えて，日本へ逆輸出しやすいことも立地先の大きな条件となることから，大連は必然的なチョイ

スであった。大連における事業では独資形態が採られているものの，生産は現地人にすっかり任

せているという。Ｊ社社長は「メーカーではなく，株主という気分でいる」と述べており，FDI

については「生産を行うために必要な資金を出した」という程度に考えているという。

Ｋ社はかつて，関連企業の哈 出張所を通じて，シナ丸太を仕入れていた。しかし揚子江大

洪水（1998年）の原因を森林伐採と判断した中国政府が「天然林保護プログラム」を実施した

ことに伴い，その調達ルートを失うことになった。その対応策として，Ｋ社は米国のアパラチア

山脈で事業を展開している現地企業に半製品の生産を委託し，それを輸入することにした。しか

し，賃金水準の高さが問題となり，よりコストを低減できる地を世界中に求めた結果，中国が再

浮上した。表向きの出資形態は独資であるものの，機械設備などを提供し，それを受けた現地人

に事業を一任しているのが現状である。

Ｌ社は，日中国交正常化直後から，吉林省産の広葉樹原木の輸入を開始した。当初は商社経由

の間接輸入であったが，やがて直接貿易に切り替えるなど，次第に海外ビジネスの自主性を高め

てきた。1989年には駐在員事務所を大連に設立し，中国産広葉樹原木・製材の調達のほか，現

地企業へ生産委託した製品の管理などを行い始めた。この事業は，現地企業の生産・供給に対す

る監督が十分に行えなかったこと，および中国政府機関から理不尽な請求を受けたことなどから，

失敗に終わっている。とはいえ，これで中国ビジネスから手を引いたわけではない。2004年に

現地法人を設立し，大連での事業を再度本格化させた。この拠点は，現地企業に対する生産の発

注，および納められた製品の検品を行う役割を担っている。このように，独資事業ではあるが，

生産面で直接的に関与することを選んではいない。

Ⅲ．分 析

１．分析の手順・方法

以下，前示の仮説の当否を確かめる作業を行うが，手順として二段階に分けてこれを進める。

第一の作業は，国内生産から海外生産への選好変化についての分析である。第３表からわかる

ように，サンプル企業のすべては1990年以降に現在の中国ビジネスを始めていることから，こ
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の時期に閾値を超えるほどの不満をもたらす外的変化（ショック）が生じたことが推測される。

それはいったい，何であったのか。はじめに調査対象企業からこれを聴取し，つぎにどのような

流れの中で，それは生じたものなのかについて，定量的に検証する。

第二の作業は，FDIから委託生産への選好変化についての分析である。単純なものとしては，

たとえば第１表のようなデータを複数年集め，時系列データを作成し，各モードの被選択数の推

移を観るという方法が考えられる。しかしながら，その手法は適当とはいえない。前章で確認し

たように，統計上 FDIに分類されてはいるものの，実際は委託生産とみなしうるビジネスを

行っているケースが数多くみられるためである。また，外的変化に対する認識・評価が主観的な

ものとならざるを得ず，それへの対応にバラツキが当然生じることも，単純な定量分析の意義を

低める。われわれにとって重要なのは，モード・シフトが実際に観られるか否かよりもむしろ，

シフト・プロセスにおける論理の成立可否である。

目標達成の成否を決する重要要素は，外的変化によって変わってくる。そして，この重要要素

を満たすために採られる具体的な方法・手段も，当然変わってくる。この具体的な方法・手段が

「戦術」である。つまり，FDIや委託生産という戦術とは，外的変化に伴って推移する利潤最大

化のための重要要素に規定されるといえる。

それでは，FDIと委託生産それぞれへの選好を大きく決定づける重要要素とは何か。それら

の間には，どのような経時的関係があるのか。ヒアリング調査で得られた諸回答を総合してこれ

らを明らかにし，FDIから委託生産への選好シフトが論理的に成立することを確認することが，

第二作業の目標である。

２．木製品ビジネスをめぐる環境変化と海外展開

ヒアリング調査を行った結果，海外生産に踏み切った理由について，円高や良質な原料の不足

などの回答もみられた。しかし何よりも重要な理由として，各社が異口同音に挙げたのは，コス

ト低減の追求である。低価格製品の輸入増大，市場における製品の値崩れが進む中で，コストの

節約という課題を避けて通ることができなくなった。その解決策として各社が選んだ道が，中国

での生産であったという。

低価格製品のプレゼンスが高まり，国内・道内企業が苦境に立たされてゆくようになった経過

について，ここでは合板，集成材，割り箸の３つのケースに分けて，概観してゆくことにしよう。

⑴ 合板のケース

ベニヤレースやスライサといった機械を用いて切削することにより，単板（ベニヤ）が生産さ

れる。そして，これを複数枚積み重ね，接着剤で張り合わせることにより，合板が出来上がる。

この製法は，古代エジプト時代にすでに成立していたといわれるが，近代合板工業は，1870年

代にオーストリア，フランスなどで興り，その後ドイツや英国，米国へと技術伝播し，世界中で

発展してきたとされている。わが国の合板工業は，大日本山林会第10回総会（1894年）におい

て，農商務省の諏訪鹿三が米国の代表的林産工業として紹介し，1907年に浅野吉次郎が丸剥機

（現在のロータリーレース）を発明したことにより，産声を上げた（名古屋での生産開始) 。

その後，ドイツからベニヤソーが1908年，ロータリーレースが1911年にそれぞれ輸入され，日本の合板工

業はさらに前進した（日本合板工業組合連合会，1983，pp.51，63）。当時の用材は，北海道産のナラ，タモ，
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第一次世界大戦以降，関東大震災の復興資材として用いられたこと，ラワン材が本格的に輸入

されたこと，安価な接着剤が国内生産されるようになったことなどが，合板生産の発展に寄与し

た。しかし，当時は安物というイメージが強く，「割れが多い」「色が白い北海道材と異なり赤

い」といった点からも，評判は芳しくなかった。需要が急増したのは第二次世界大戦後のことで

あり，1952年に成立した「企業合理化促進法」により重要産業に合板製造が指定され，1954年

７月には合板が加工貿易品目に指定されるなど，政府の施策によるところが大きかった 。そし

て，これと並んで合板工業の発展を牽引したのが，外需（米国への輸出および占領軍への供給）

の伸びであった 。これは，合板工業の量的側面だけではなく，質的側面での成長にも貢献した。

低位にとどまっていた品質の改善，技術の向上なくしては取引継続が約束されず，そのための努

力（厳格な規格・検査の実施など）が必然的に求められたためである 。

このように，外需による成長がみられた一方，内需によるそれもみられた。わが国における戦

後の大きな問題のひとつが，戦災消失や敗戦による軍人・軍属・民間人の引き揚げ，都市部への

人口流入（世帯数の増加），高度経済成長を背景とした住宅需給の逼迫であった（第４図参照）。

カバ（1918～19年になると，希少になったカバに代わってシナ）などであった（日本合板工業組合連合会，

1983，pp.37-40，66；大越・似内，2005，p.199）。戦後になると，1948年から輸入され始めた米材，フィリピ

ン産ラワン材が多用されるようになった（安藤，1992，p.14；村嶌，1987，pp.38-39）。ちなみに，北海道で

合板の生産が開始されたのは，1919年のことであった（神，1958，p.34）。

嶋瀬（2006b）p.106；四津（1967）p.179。

輸出振興を理由として，「中小企業近代化促進法」（1963年成立）の第一次指定業種に普通合板製造業が選

ばれた（村嶌，1987，pp.40-41；日本合板工業組合連合会，1983，pp.217-218，244-245）。こうした日本政府

の施策と外需の高まりは，不可分な関係にある。

合板の輸出は，戦後になって初めて行われたものではなく，1917年にロンドンへ輸出されたのが最初であ

る。戦後における合板の輸出急増は，輸出先国での輸入制限運動とクレームを多発させた。後者の発生要因は，

「虫食い」「不十分な乾燥」「腐れ」などの問題がある低品質品（三等・四等品）までもが輸出されたことに

あった。この問題を解決するために，対米・加向け合板に対し，1955年５月から1964年９月までの間，品質

規制（一等・二等のみ輸出可）を実施した（日本合板工業組合連合会，1983，pp.282-284）。

進駐軍へ供給されるすべての合板に対して適用されるものとして，1950年７月に規格（闊葉樹合板，第八

軍技術部規格）が制定された。品質の安定化を目指すための規格化は，その後対象を広げて進められ，1953

年９月に国内向け一般合・単板の日本農林規格を施行した（日本合板工業組合連合会，1983，pp.195-200，

230-233）。その後，韓国，台湾，フィリピンが低価格品の輸出を伸ばしたことに影響され，合板の輸出は数量，

金額ともに減少した（日本林業協会，1969，p.28）。

［第４図］住宅数と充足度
（注）充足度については，住宅数を世帯数で除して算出。
（出所）国土地理協会（2011），総務省統計局（1950-2010）のデータをもとに筆者作成。
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そこで，この問題を解消すべく1966年に制定された「住宅建設基本法」に基づき，一世帯一住

宅の実現を目指して，「住宅建設５ヵ年計画 」が同年度から開始された。田中角栄内閣誕生に

よって巻き起こった日本列島改造ブーム，金融緩和による住宅ローンの大幅な伸びもあって，新

規住宅建設は活発化し，これに乗じて合板市場も隆盛を極めた（第５，６図参照）。

国内合板市場は1980年に頂点に達し，1987～97年ごろに第二次成長期を迎えた。後者につい

ては，住宅の新規着工数の伸びが大きく関係しているようだ（第５図参照）。バブル景気が到来

したことや，団塊ジュニア世代が住宅購入時期を迎えたことにより，需要が拡大したわけだが，

1997年４月の消費税引き上げ前の駆け込み需要による伸び以降，明らかに縮小傾向にある 。道

内合板市場についても，おおよそ共通した動きがみられる。

合板企業の経営に対しては，新設住宅の「量」的変化だけではなく，「質」的変化も影響を与

えた。その質的変化のひとつが，木造住宅の減少（第５図参照）であり，もうひとつは，住宅の

洋式化である。畳・畳床の出荷数量と新設住宅数のデータを用いて測定すると，1980年半ば以

1966～70年度の第１期から，2001～05年度の第８期に亘って実施された。住宅難の解消が目標とされたの

は第２期（1971～75年度）までであり，それ以降は「住宅の質の向上」が目標とされた。

1970年代前半にも，住宅市場の落ち込みがみられた。この背景には，1973年４月から５回に亘って実施さ

れた公定歩合の引き上げや，住宅ローンの引き締めがあった。この住宅需要の低迷と，その契機ともなったオ

イルショックによるインフレが，合板不況の大きな元凶となった（日本合板工業組合連合会，1983，p.340）。

近年の新規着工数の減少は，景気の後退による雇用情勢・所得水準・資金調達環境の悪化や，改正建築基準

法施行後の確認申請審査業務の混乱，建築資材価格の高騰，世帯数の伸びの鈍化，マンション在庫・空き家の

増加，住宅の長寿命化など，さまざまな要因によって起こっている。

［第５図］新設住宅戸数と木造比
（出所）国土交通省総合政策局情報管理部（1961-2011）のデータをもとに筆者作成。

北海道

全国
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降，新設住宅の洋風化傾向が顕著となり，世紀の移行期に一段と進んだことがわかる（第７図参

照）。

住宅様式の変化は，住宅，内装インテリアと並び，木材業界を支える三大関連商品である家具

の需要を減少させた。たとえばタンス市場の規模は，1973年を境として生じた婚姻件数の減少

の影響も相俟って，急勾配の下降線を描いている（第８，９図参照) 。

以上から，最終消費財の需要変動により，1990年代後半に合板市場が新たな潮境を迎えたこ

とが明らかとなった。しかし，国内合板業界に向かい風が吹き始めたのは，この時期ではない。

前述のように，住宅需要の増加期には合板需要が高まったのだが，これによって生じた供給不

足・価格高騰が，二方向からの逆風の発生させていた。

ひとつ目の逆風は，住宅分野における木材・木製品離れ，すなわち代替品への需要シフトの進

展であった。1950～60年代以降，次々と登場したアルミニウム，鉄などを素材とする金属建材

や，石膏，石，ガラスなどによる窯業建材，プラスチック（合成樹脂）建材などの非木質系新素

駒野・豊永（2003，p.20）は，家具業界（とりわけ和家具）の不況要因として，生活の洋式化，ビルトイン

家具の急増，婚礼家具への需要減少を挙げている。

［第６図］合板の市場規模，輸入/国産比（金額ベース)
（注）市場規模は，国内（道内）生産額と輸入額の和から輸出額を減じた値。ただし，生産額データが十分に利用

できないため，出荷額データを利用。
1978～1999年の北海道の輸入については，年度値を利用。

（出所）北海道水産林務部（2000，2001-2011），北海道水産林務部林務局林業木材課（1979-2011a），経済産業省
経済産業政策局調査統計部（1967-2011a），大蔵省（1958-1962），日本住宅・木材技術センター
（2001-2011），林野庁監修・林産行政研究会（1976-2000），財務省（1963-2011）のデータをもとに筆者作
成。

全国

北海道

― ―97地域経済を脆弱化させる国際事業活動の質的変化（ )(越後)



［第７図］新設住宅の洋風化
（注）新設住宅戸数を畳・畳床の出荷数量で除して算出。

新設住宅戸数については年度値を利用。
（出所）経済産業省経済産業政策局調査統計部（1960-2011a），国土交通省総合政策局情報管理部（1978-2011）の

データをもとに筆者作成。

［第９図］タンスの生産量 単位：万個
（出所）経済産業省経済産業政策局調査統計部（1989-2011c）のデータをもとに筆者作成。

［第８図］婚姻件数 単位：万人
（出所）厚生労働省大臣官房統計情報部（1949-2011）のデータをもとに筆者作成。
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材品は，環境保護に対する消費者意識の高まりもあって，高い支持を集めるようになった（第

10図参照) 。作れば売れる状況下，木製品業界はこれらの代替品に強い警戒心を持たず，十分

な対応策をとらなかった結果でもあった（安藤，1981，p.53）。

ふたつ目の逆風は，輸入品の増加であった。政府は供給不足，価格高騰を解消するために，林

産物の輸入自由化を段階的に進めた 。そして1964年１月には，合・単板などについても，輸

入の自由化に踏み切った。ニクソン・ショックを契機とした円高の進展もあり，安価な合板の輸

入量は増加し，全国，北海道ともに，1990年前後から市場シェアをより一層食い始めた。その

勢いは第６図の通り，どんどん加速していった。

合板市場は1990年代にターニング・ポイントを迎えたが，中国からの輸入品が増え始めた時

期と一致していることも合わせて考えれば，国内生産量の増大とともに輸入品が増え始め，需要

が低迷期に入るころに安価な輸入品の存在が大きくなり，それが国内生産量の一層の減少を促し

たという一連の流れが，浮かび上がってくる。

⑵ 集成材のケース

集成材とは，繊維方向をほぼ並行にして並べた挽き板や小角材などを，接着剤で張り合わせた

木製品である。20世紀初頭にドイツ・ワイマールのO.ヘッツェルが特許を得た革新的技術が欧

米各国に普及し，世界で広く生産されるようになった 。

わが国における集成材の本格的生産は，1960年以降にみられた 。これは，関連産業が不況に

［第10図］プラスチック建材の販売額 単位：億円
（出所）経済産業省経済産業政策局調査統計部（1971-2011b）のデータをもとに筆者作成。

市瀬・城谷ほか（1970）p.354；村嶌（1987）p.142；日本合板工業組合連合会（1983）pp.295-296；日本林

業協会（1971）pp.20-23；農林統計協会（1971）p.11；『日本経済新聞』1994年１月31日付，朝刊，第45面。

プラスチック，合成繊維，軽金属の急成長は「材料革命」と呼ばれた。これらのうちプラスチックは，木，

竹，金属などと比べて，生産性・加工性に優れていることから，とくに大きな支持を得た。耐蝕性が高い，軽

量，加工しやすいという建材の素材に求められる特性を具備していることから，アルミニウムも高く評価され

た（竹之内，1969，p.117；大野，1969，pp.254-255）。

木材不足の改善のため，1961年に「木材価格安定緊急対策」が閣議決定され，外材輸入が推進された。ま

た，建設省は1972年12月19日付，住宅局長名で各都道府県知事，日本住宅公団，日本住宅金融公庫に対し

て南洋材の積極的利用を通達するとともに，1974年10月には（財）日本木材備蓄機構を設立し，木材・合板

を備蓄する制度も設けた（日本合板工業組合連合会，1983，pp.322-339；日本林業協会，1972，pp.8-9）。

集成木構造の最初の建造物は，1893年にスイス・バーゼルで開催された歌曲大会のオーディトリアムとさ

れている（菅野・今泉，1965，pp.6-8）。

わが国では，平安時代から仏像彫刻で同様の手法（寄木造り）が用いられており，これを集成材の原点とみ
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見舞われたことと深く関係している。新築ラッシュ期に木材・木製品への需要が拡大し，林業の

経営には追い風が吹くことが期待された。しかし，木材および木製品の輸入増大により原木価格

が低迷し，さらには労賃などの経費も増嵩したため，大幅に収入が伸びることはなかった（第

11図参照）。苦境に立たされた林家の活動意欲は減退し，間伐や枝打ち，下草刈りなど森林施業

が十分に行われなくなった結果，山林の荒廃と良質材の減少が進んだ（第12図参照) 。こうし

て大径原木の確保が難化する中，小径原木を有効に利用する方法として，集成材に大きな関心が

［第11図］林家１家あたりの林業粗収益 単位：万円
（出所）農林水産省統計部（1966-2003）のデータをもとに筆者作成。

［第12図］下刈り面積 単位：a
（出所）農林水産省統計部（1974-2003）のデータをもとに筆者作成。

なす場合もある。集成材の生産事例は，1930年代の秋田県にもみられたが，技術面・ニーズ面から広く供給

されることはなかった（四津，1976，pp.86-87）。最初に実用化された例についても諸説があり，第二次世界

大戦中の航空機用プロペラでの利用や，1951年の森林記念会館（東京都）での利用などが挙げられている

（嶋瀬，2006a，p.84；菅野・今泉，1965，pp.8-9）。

林野庁林政課・企画課（1996）p.239。林家の山林作業の実施割合が低下している状況については，堀

（2006，pp.193-196）に詳しい。国産材の供給量を限定的なものとさせた他の要因としては，外材価格の低廉

さ（面積・体積単位あたりの安さだけではなく，安定供給による生産性の向上がもたらす安さも含む）のみな

らず，戦時中の乱伐や自然災害の発生，1951年の森林法改正による乱伐の禁止，石油資源の利用増加，国産

材の品質の劣悪さ，外材輸入港（指定港）や木材専用船の増加，建築様式の変化，日本の森林所有構造，林道

などの生産基盤整備の遅れ，林業労働力の減少，非木質建材への需要増加なども挙げることができる（日本林

業協会，1972，pp.11-15；農林統計協会，1974，pp.34-35；荻，2001，pp.34-35；2009，pp.25-37；柳幸，

2006，pp.58-59；角，1953，p.19）。
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寄せられるようになったのである 。

元来，反りや曲がりが少なく，寸法安定性が高いために，均質な規格品をつくりやすい，ある

いは耐久性能や防火性能が高いという構造上の利点もあるため，次第に評価が上がってきたこと

は必然的な成り行きであったといえる。しかし合成樹脂接着剤の質的向上や，乾燥技術のレベル

アップなどにより，品質性能が高められてきたことや，建築基準法の改正（1987年11月）によ

り，建築物に対する規制が緩和されたことで，大断面集成材の利用分野が広がったこと ，阪

神・淡路大震災の甚大な被害を目の当たりにした消費者が，住宅の耐震性能に強い関心を持ち始

めたこと，プレカット加工の進展により，木製品に一層ハイレベルな品質・性能が求められるよ

うになったことも，集成材需要に拍車をかけた 。

第13図を用いて，集成材の市場動向を観てみよう。全国市場は，1990年代半ばあたりから伸

びが鈍化し，北海道市場においては，そこから急激に縮小している。輸入品は市場規模の拡大と

村嶌（1987）p.142；『日本経済新聞』1994年11月30日付，朝刊，第29面。

林野庁監修・林産行政研究会（1989）p.196。

工期短縮，現場での産業廃棄物抑制などによってコストダウンが図れるプレカットへの需要が高まっている。

プレカット加工は，機械化した工場で行うため，機械生産できる狂いの少ない材料を必要とする（白石，2005，

p.8）。

全国

北海道

［第13図］集成材の市場規模，輸入/国産比（金額ベース)
（注）統計上，輸出実績がないため，市場規模は国内（道内）生産額と輸入額の和の値。ただし北海道については

生産額データが十分に利用できないため，出荷額データを利用。
北海道の出荷額（1982～94年値）は筆者の推計値。

（出所）北海道水産林務部（2000），北海道水産林務部林業木材課（2005-2011c），日本住宅・木材技術センター
（2001-2011），林野庁監修・林産行政研究会（1976-2000），財務省（1973-2011）のデータをもとに筆者作
成。
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ともに増加し，市場停滞期に入って以降，その存在感をさらに高めている。この輸入品のプレゼ

ンスの高まりと中国からの輸入品の増加との間に，おおよそパラレルな関係にあることも，同図

から読みとれる。

⑶ 割り箸のケース

割り箸は，1700年前後には奈良県で生産が始まっていたとされる，日本古来の木製品である 。

ただし，われわれが今日使っている割り箸は，端材や残材，間伐材を用いて生産される副産物的

製品と位置づけられるものであることを考えれば，スギの端材を有効活用する目的の下，明治時

代に同県吉野で作られ始めた箸に，ルーツを求めるべきである 。

大正末期ごろに，生産を一部機械化する動きがあったようだが，本格的な機械化，およびこれ

に伴う大量生産化が進み，供給面での大きな変化が起こったのは，1965年ごろであった。

一方，需要面で大きな変化が現れたのは，1970年前後であった。これをもたらしたのは，外

食ブームの到来であった。吉野家のチェーン化を目指した出店の開始（東京都港区新橋；1968

年12月）や FC店の展開（神奈川県小田原市；1973年４月），すかいらーく（東京都府中市；

1970年１月）およびロイヤルホスト（福岡県北九州市黒崎；1971年12月）の第１号店の開店な

どが，この時期に相次いだ（第14図参照）。さらに同時期において，日本人の食生活を変えるも

うひとつの大きな変化がみられた。それは，コンビニエンス・ストアという新業態の登場による

中食産業の発展であった（第４表参照）。家庭外での食事，コンビニエンス・ストアの利用とい

う習慣が定着し始めると，そこで用いられる資材への需要が高まる。この強い追い風を背に，割

り箸の生産量は，右肩上がりで伸びたのである。

国内市場が成長期を迎えたときに，輸入量は増え始め，市場の衰退が進むについて，輸入品の

競争力がより高まってきた。この傾向は，第15図の輸入/国産比の推移によって示されているが，

［第14図］外食産業の市場規模 単位：兆円
（注）飲食店（食堂・レストラン，そば・うどん店，その他飲食店）のみの値。
（出所）外食産業総合調査研究センター（2011）のデータをもとに筆者作成。

田中（2007）pp.48-49。

最初は樽丸の端材を素材にしていたが，戦後，木製の樽や桶がプラスチック製のそれらにとって代わられた

ことから，建築材の端材（背材）を素材にするようになった（田中，2007，pp.54-55）。
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同値が他の木製品のそれに比して，圧倒的に高くなっていることが特徴的である 。割り箸の国

内生産量・額の落ち込みは，WWF（World Wide Fund for Nature：世界自然保護基金）の

「森林破壊への警告」「割り箸への批判」が引き金となり，1989年から広がりをみせた「割り箸

追放運動」の高揚によるところもあるが ，割り箸の輸入急増のあおりを受けたところが大き

［第４表］コンビニエンス・ストアの展開

第１号店開店年 コンビニエンス・ストア名 母体企業名

1968年 サンマート 丸正

サンフラワー 祭原
1969年

マミー マイショップ

1970年 Ｋマート 橘高

セイコーマート 丸ヨ西尾（現セイコーフレッシュフーズ）
1971年

ココストア 山泉商会（現イズミック）

1973年 ファミリーマート（実験店） 西友（現伊藤忠商事）

セブン－イレブン イトーヨーカ堂（現セブン＆アイHD）
1974年

ポプラ ポプラ

1975年 ローソン ダイエー（現三菱商事）

1976年 サンチェーン（現ローソン） トラベル・ベンチャー・ビジネス(現三菱商事)

1977年 サンエブリー（現デイリーヤマザキ） 山崎製パン

ヤマザキデイリーストアー(現デイリーヤマザキ) 山崎製パン

1978年 ホットスパー（現ココストア） カスミ（現イズミック）

コミュニティ・ストア 国分

ブルーマート 雪印乳業
1979年

スリーエフ 富士スーパー（現富士シティオ）

サークルＫ（現サークルＫサンクス） ユニー

1980年 サンクス（現サークルＫサンクス） 長崎屋（現ユニー）

ミニストップ ジャスコ（現イオン）

（出所）川辺（2004）などをもとに筆者作成。

国産品と輸入品の関係について，ここでは金額ベースでみている。これを数量（単位：膳）ベースでみると，

輸入品の市場支配力が高まっている現状がより浮き彫りになる。農林水産省林政部木材産業課生産加工班の資

料に基づけば，国内需要量（国内生産量と輸入の合計で定義）に対する国内供給量（国内生産量と同値と仮

定）の割合は，1995年に10％を切り，2010年には約３％になっている。

道内生産量（出荷量）は，最盛期（1984年度）には76億8,000万膳に達した。これは，当時の輸入量の２

倍以上に相当する量であった（『北海道新聞』2006年６月１日付，夕刊，第14面）。しかし2010年度の同量

は，4,000万膳にまで落ち込んでいる。

田中（2007）pp.108-114。東南アジアの熱帯雨林破壊が進んでいることを問題視したWWFが，日本の割

り箸使用を批判したことを契機として「割り箸廃止運動」が起こった。しかし，割り箸反対論の高まりは，こ

れが最初ではない。軍需優先により民需節約が求められる中，1940～41年に割り箸廃止論が展開された。戦

後では，第１次オイルショックが起こった1973年ごろ，北海道の主婦グループから割り箸を節約しようとい

う声が上がった事例がある。さらに同様の運動は，1982～83年にも高まった（銀河書房編，1991，pp.26-27）。

割り箸の消費量を抑えるための近年の動きとして，2007年ごろから本格的に推進された「マイ箸運動」が

ある。同時期に「レジ袋の有料化」も始められていることから，これは環境保護を意識したものであることは

間違いないが，中国の動きに影響を受けて高まった面もある。2005年11月，中国の輸出団体はシラカバなど

の原料や燃料，副資材の価格と人件費が高騰していることを理由に，日本割箸輸入協会に対し，翌年春までに
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い 。かつての輸入品は，韓国，パプアニューギニア，インドネシアなどを原産国とする製品で

あったが，1990年代半ばになるころには，ほぼすべてが中国製品といっても過言ではない状況

になった 。需要の減少とともに，安価な中国製品の支配力が高まってきたのである。

割り箸市場における北海道企業の存在感は，合板・集成材市場におけるそれとは大きく異なる。

生産・出荷額でみた場合，北海道企業のシェアは合板では１桁台，集成材でも10％程度である

［第15図］割り箸の市場規模，輸入/生産比（金額ベース）
（注）統計上，輸出実績がないため，市場規模は国内（道内）生産額と輸入額の和の値。ただし，生産額データが

十分に利用できないため，出荷額データを利用。
北海道の割り箸出荷額（1985年～）は年度値を利用。

（出所）北海道林務部林産振興課（1994），北海道水産林務部林務局林業木材課（2003-2011b），経済産業省経済産
業政策局調査統計部（1969-2011a），財務省（1979-2011）のデータをもとに筆者作成。

北海道

全国

輸出価格を50％上げることを通告してきた（竹製割り箸についても，2006年１月に対日輸出価格引き上げ）。

さらに2006年３月には，中国政府が森林保護を理由に割り箸の生産を制限し，将来的には輸出を禁止するこ

とを決定した。

安価な割り箸への需要が増大したことを背景に，日本の大手商社が海外での製造に積極的にかかわり，大量

に輸入したことが，今日の輸入過多傾向をつくり出したといわれている。

1980年前後から始められた中国における割り箸ビジネスは当初，日本から持ち込んだスギの背板と中古の

製造機械を用いて生産し，出来上がった製品を日本へ輸出するというものであった。近年では，中国国内への

供給量も増えてきているようだが，日本市場の重要性には変りはない。一大生産拠点である大連の割り箸工場

のほとんどが，今日でも日本市場と関係を持っているといわれている（田中，2007，pp.85-86；『北海道新

聞』2006年６月28日付，朝刊，第５面）。

このように割り箸生産において，日本は中国への依存度を高めているが，前述のような生産・輸出規制を中

国政府が強めることがあれば，今後この関係に大きな変化が現れるだろう。

― ―104 北海学園大学経済論集 第59巻第４号(2012年３月)



のに対し，割り箸のそれは今日こそ低位にとどまっているものの，1970～80年代では30％台

（1974年では約40％）と高かった。このように，北海道が割り箸の一大生産地であったことと，

外国製品と競合する普及品を中心に生産していたことをふまえ ，北海道の割り箸業界の動向を

第15図から読みとろう。

国内市場の成長局面では，道内企業の生産規模も堅調に拡大したが，市場成長に陰りがみえ始

めると，生産規模は縮小していった。時期的にみて，そして競合関係（製品特性）からみて，こ

の生産規模の縮小は，中国製品が集中豪雨的に押し寄せてきたことにも大きな影響を受けたもの

と考えられる。このように，低価格を強みとする中国製品の流入により，市場からの支持を得に

くくなった道産割り箸の生産は，ついに継続不可能となったのである。

⑷ 小結

合板，集成材，割り箸の事例から，市場構造の変化について，ひとつのパターンを検出するこ

とができる。それは，

という一連の流れである。

輸入品は当初，国産・道産品の供給不足を補う役割を果たし，両者は共存する。そして，国

内・道内市場のパイが小さくなり，ゼロサム競争の様相が深まるにつれ，とりわけ生産コストが

安い国からの輸入品は，国産・道産品にとって代わる存在となる。こうした状況の暗転が，国

内・道内での生産の継続を難しくさせる。投入要素に恵まれた道内木製品企業は，他地域の木製

品企業よりも事業を存続させやすい状況にあったが，1990年代以降，危急存亡の難局を迎えた

ことが，第16図のグラフの推移からも読みとれる 。

輸入品，とりわけ中国製品が存在感を一層増す中で，北海道企業は生き残りのための一方策と

して，中国企業が有する価格面での優位性を自らも得て，条件をイーブンにしようとする。この

優位性は，国際間で自由に移動しにくいものを源泉とするものであるから，それを求めるには海

を渡らねばならない。こうして1990年代以降，苦境に立たされた道内木製品企業は，中国での

生産に切り替え始めたのである。

田中（2007）p.76。

熊谷（2010，p.10）は1986年以降，合板や集成材の輸入目的が，「日本にない品質のよいものを輸入する」

から「日本でつくるよりも海外で作ったほうが安いものを輸入する」へ変化したと指摘している。住宅不況の

長期化に伴う需要の低迷や，安価な木材・木製品の輸入増加などを背景として廃業する木材関連企業が増加す

る中，木材・合板業界の体質強化を目指す「木材産業再編整備緊急対策事業」（1982～83年度）が，林野庁を

中心に展開された。これにより，「需要減少→過剰生産→コスト割れ」という負の連鎖を回避するための「過

剰設備の廃棄」「生産合理化」といった再編整備が実施された（『日経産業新聞』1982年６月７日付，第10

面；10月１日付，第11面）。

需要の拡大 需要の低迷

輸入品の出現 (安価な）輸入品のプレゼンスの向上
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３．国内市場向け生産モードの決定論理（インタビュー調査）

作業の第二段階として，FDIから委託生産への選好変化についての分析を試みる。まずは，

FDIを選択したＡ社とＢ社の判断論理からみてゆこう。

Ａ社は，規格通りの製品を生産できること，取引先が求める適時供給を行えること，クレーム

処理が円滑に行えることを絶対条件と考え，これらを満たすには，FDIが適当と判断したとい

う。Ｂ社は，コスト（Cost；以下，Ｃと略記）よりも，品質（Quality；以下，Ｑと略記）や納

期（Delivery；以下，Ｄと略記），アフターサービスを重視しており，より高次元でこれらを追

求するための最適モードとして，FDIを選んだ。

つぎに，委託生産を選択した企業（実質的に委託生産を行っている企業も含む）が経た判断過

程についてみてみよう。

Ｄ社は，中国の法制度の不安定性と森林資源の有限性という条件下では，柔軟な変化対応力に

乏しい FDIは有効ではないと考えた。ビジネスにとっての制約は，次第に大きくなるものであ

る。その変化に合わせた行動が企業には求められるが，自前の生産拠点を構えてしまうと身動き

がとれず，それがかえって足枷となってしまう。こうした状況に陥ることを回避しようとした結

果，委託生産という戦術が浮上したという。なお，法制度の不安定性がもたらす投資リスクにつ

いては，Ｅ社やＬ社なども指摘している。

Ｅ社とＬ社は，Ｃの面で競争優位を確立するためには，現地企業に生産を任せることが合理的

北海道

［第16図］各木製品の国内・道内工場数 単位：件
（出所）北海道林務部林産振興課（1994），北海道水産林務部（2000，2001-2011），北海道水産林務部林務局林業

木材課（2003-2011b，2005-2011c），経済産業省経済産業政策局調査統計部（1967-1992a），日本住宅・
木材技術センター（2001-2011），林野庁監修・林産行政研究会（1976-2000）のデータ，および農林水産
省林政部木材産業課生産加工班のデータをもとに筆者作成。

全国
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と判断した。委託生産には，ＱやＤの面での問題があることを理解する一方，地場企業が優れた

機械設備を次第に導入し始めていることや，企業間競争の熾烈化により，それらにかんする技

術・意識的改善が進んでいると評価している 。Ｆ社，Ｈ社，Ｉ社，Ｊ社も同様に，ＱとＤの問

題があることを承知の上で，Ｃへの対応を最優先するために，委託生産に踏み切った。国内市場

規模・生産量が限定的な状況下では，巨額投資および機動性に欠ける生産は非合理的となる点を

重くみた判断であった。

上述の通り，Ｇ社はかつて FDIによる中国事業を展開していたが，委託生産によるそれへと

戦術転換している。その理由として，時代が進むにつれ，Ｃへの対応がより重要性を増している

こと，並びに国内市場の狭小化が投資回収を困難にしていることを挙げている。Ｃ社は現在，

FDIを選択しているが，国内市場が今後さらに狭くなり，海外での自前生産がコスト的に合わ

なくなってくれば，かつ十分なＱを保つことができるようになれば，委託生産に転換することも

ありうると述べている。

４．分析結果

以上の分析作業で得られた知見を，体系的にまとめることにしよう。

需要が縮小し始めると，安価な外国産製品が競争力を持つようになる。そこで国内企業は，こ

れに対抗するために，外国企業の価格優位性を弱化させ，自社の形勢不利な状況を改善しようと

する。そのための行動が，海外事業展開である。その場合，とりうる選択肢は，FDIと委託生

産に大別される。

FDIを選択する大きな理由のひとつは，製品に対する高品質・精度要求を満たすことにある。

材質の不均一が避けられない自然素材を用いるため，木製品には割れや狂い，収縮，変色，カビ

などの品質劣化がつきものではあるが，プラスチック製品に代表されるこれら諸点での問題が少

ない代替品の登場もあり，次第に工業製品としての品質，性能，規格が要求されるようになって

いる。こうした状況にある中で，中国の地場企業に生産を任せた場合，切削，乾燥，接着などの

製造技術の低さや検査効率の低さ ，コスト追求意識の高さからくる品質への意識の低さ（有毒

な接着剤の安易な使用など），梱包の不手際から ，顧客ニーズを満たすことができないとの判

断が下される 。

木製品を生産する際に出る副材を処理するにも，少なからずコストが発生する。よって，コスト低減重視の

場合は，その負担を要せず，必要なモノだけを仕入れることができる委託生産が採算的に適していると，Ｌ社

は述べている。ただし，開発途上国企業の場合，廃棄ロスの発生量が多くなりがちであり，これが購買価格を

アップさせてしまう可能性があるため，生産を委託する場合には，適切な指導が不可欠である。

木の場合，軟らかい部分と硬い部分があって材質が一様ではなく，湿度・温度・樹種・木目の形状などに

よって，最適な加工方法が異なる。それ故，木製品生産はワーカーの長年の経験・勘によるところが大きく，

加工作業を標準化することが難しい（関，1997b，pp.35-36）。これが，生産の外部化を難しくさせる一因と

なっている。

清川（1994，p.157）を参考にすれば，受託企業による仕事の質（労働力の質）の決定因は，「技術知識や熟

練経験，教育水準など外部からの測定が比較的容易なもの」と「労働意欲（モラール），コミットメント，非

便宜的手段など労働者の内的なもの」とに分けることができる。

中国企業に生産を委託したものの，品質問題で悩む北海道企業は数多い。アウトドア用品などの卸売を営む

ナニワ（札幌）では，生産委託したバーベキューコンロ用の鉄製コンロが燃える事故が起きた。また，靴製

造・販売を行っているダテハキ（札幌）の場合，靴の中から釘が出てきたという（『北海道新聞』2009年12

月18日付，朝刊，第２面）。
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いわゆるシックハウス症候群の顕在化によって，安全な建材を求める気運が高まっていること

も，日本企業の合板や集成材の品質に対する目を厳しくさせている 。割り箸については，カビ

やその他菌類の繁殖を防ぐための乾燥技術や，二酸化硫黄・亜硫酸塩・オルトフェニルフェノー

ルなどの漂白剤・防カビ剤・防腐剤の残留量を一定限度内に抑える技術・意識の問題が，生産委

託を消極的にさせる。

ミラー（2002，邦訳，pp.246-247）は，取引時に認知できないことが，品質問題を発生させる

原因であると述べている。これは木製品の取引において，とくに該当するといえる。高品質製品

の供給を第一とする場合には，この種の情報の非対称性がもたらす広義のコストを軽減でき，万

が一トラブル発生した場合には，クレーム対応を速やかに行える FDIが選好されることになる。

FDIを選好する第二の理由は，正確なＤへのニーズを満たせることにある。問屋をはじめと

した需要サイドの在庫量軽減に対する意識の高まりにより，適時適量供給の可否が，ビジネスの

成否を大きく左右するようになる。この状況の下，Ｄ順守に対する意識の低さへの懸念や，納品

物の確認の不正確さにより，顧客ニーズに応えられない事態が起こりうるという不安が，生産を

現地企業に委ねることを躊躇させる 。

しかし，時が経つにつれ，日本企業はＱ，Ｄ面での現地企業のキャッチアップが進んだことの

認識を強める。そして，ＱやＤの面でのリスクをまったく感じなくなるわけではないが，生産を

現地企業に任せても危険に晒される自社の利潤は大きくないだろうと期待するようになる 。こ

のようになると，ＱやＤの問題は，駐在員などによるチェックの実施により解決でき，FDIを

選択しなければならない積極的理由はないとの判断を下すようになる 。

一方で同段階において，顧客が選好決定因としてより大きなウェイトを置くようになったＣへ

の対応力を得ることを企業は試みる 。そのための方策として考えられるのは，生産効率を高め

木材はその性質上，腐朽菌や白蟻の被害対策が必要となる。保存処理剤を加圧注入したり，接着剤に保存処

理剤を混入したりすることで対応することになるが，そうした処理が適切に行われなければ，シックハウス症

候群を発生させることになる。

米国では，オイルショック以降，省エネ意識が高まる中で定められた換気量規制が，新素材の利用による高

気密・高断熱住宅の増加，エアコンの普及なども相俟って，建物内でのダニ・カビの発生を増大させ，薬剤処

理を施した建材を主流化させた。これにより，米国でシックハウス症候群問題が顕在化したわけだが，わが国

の社会的問題としてこれが注目され始めたのは，1990年代半ばごろである。この状況に対し，2003年に「改

正建築基準法」が施行され，シックハウス症候群の原因物質とされるホルムアルデヒドの放散量の規制を強化

するなど，諸策が施されてきた。

品質管理とは「顧客を満足させるに十分な製品を最も経済的な水準で生産するための計画を立て，それを達

成するために行う活動」，生産管理とは「生産効率を高めるために行われる予測・計画・統制などの諸活動」，

出荷管理とは「顧客への引渡し日に合わせた出荷の準備・指示，確認検査活動」をそれぞれ指す。われわれが

注目する委託生産の問題は，現地企業の「管理能力」の問題であると総括できる。

山岸（2010，pp.18-22）は，社会的不確実性など存在せず，相手が自分の利益にマイナスとなるようなこと

をするはずがないと考えることを「安心」，社会的不確実性が存在することを承知の上で，相手が自分に対し

てひどい行動はとらないだろうと考えることを「信頼」と，それぞれ定義している。

受託企業が生産する製品の品質問題を低減するための策として，規格の認証を取得させるという方法もある。

たとえば，欧州の自動車メーカーは ISO9000を，米国の自動車メーカーは ISO9000に BIG3共通の要求事項

と各社固有の要求事項を加えたQS9000をサプライヤーに取得することを求めている（土井・長谷川・徳田，

2006，pp.246-247）。

これは，1959年にトヨタが最初に採用して以来，日本の自動車メーカー各社においても定着した「ターゲッ

ト・コスト（コスト・プランニング）方式」と考え方が共通している。新製品開発を行うにつき，最初に販売
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るための設備投資である。しかし，縮小する市場を分け合い，生産量・売上高が次第に低下する

局面では，投下資金を回収することが容易ではなくなる。こうした費用対効果が低い状況におい

ては，成長著しい現地企業の生産能力を活用することが，Ｃへの対応力を獲得するための最善策

であると判断されるのである 。

行動主体にとって関連のある変数の集合，すなわち要求・衝動・目的（存続・成長）を満足・

達成するうえで，意思決定者の既得経験・知識・記憶からの影響，文化・社会・能力的制約など

を受けながら，重要・有意味と知覚される要素の集合は，しばしば「環境」と呼ばれる 。時間

の経過とともに環境は変化し，利潤を獲得するうえでの要も変わってくる。そうなると，野心的

な意思決定者は，これに適応するに十分な既存環境についてはうまく使え，不十分なそれらにつ

いては適切に修正できるよう戦術の見直しを図る。この原則に従って，「国内生産→FDI→委託

生産」という選好のシフト，すなわち満足解の修正が生じるのである。

以上の分析結果から，先に提示したふたつの仮説（H ，H ）は，妥当性が高いものと考える

ことができる。

Ⅳ．考 察

１．PLC論・３Ｃ論的視角からの概括

企業をとり巻く環境は，大きく３つに分けることができる。政治や経済，社会，技術などの

「マクロ環境（一般環境）」，顧客や競合企業，業界構造，供給企業などの「タスク環境」，そして

経営資源や企業文化・風土などの「企業内環境」である 。

価格と利益を決め，それによって算出されたコストで製品をつくるよう努力する方式である（西口，2000，

pp.160-162）。

消費財の購買は，顧客の主観的満足度に左右されやすいが，生産財のそれは，生産効率への貢献度評価を

ベースにした客観的満足度が基準とされる傾向が強い（佐伯，1970，pp.27-30）。よって，生産財の場合はと

くに経済合理性に基づいた顧客満足度を高める対応が求められる。

成長期では「設備拡張→コストダウンに成功→低価格の実現→需要増大→設備拡張……」という好循環が期

待できるが，市場規模（生産規模）が縮小傾向を辿るようになると，「設備拡張→過剰設備能力→低収益→コ

スト切り下げの必要性→設備拡張→……」という悪循環に陥るリスクが高くなる（竹之内，1969，pp.

130-132）。

自社が独自に生産することが不可能な場合，あるいは非合理的である場合，生産委託は有効となる。前者と

しては生産経験がないケース，金銭的・時間的制約が厳しいケース，後者としては供給量の少なさゆえに，生

産能力を抱える合理性が低いケースなどを，それぞれ挙げることができる。いずれにせよ，委託生産の場合，

生産に直接関与しないために，コスト構造を把握することができず，最適な取引価格を設定することが難しい

という問題がある（高嶋，1998，p.180）。

海外でじっくりと時間をかけて技術・情報を獲得・蓄積するために，FDIを選択する企業もみられる。この

ケースからも，「緊急性」という時間的制約度が，モードの決定要素のひとつであることがわかる。

さまざまな外部情報が存在する中，感覚器官を通じて受信され，自身の行動に影響を及ぼす，あるいは逆に

自身の行動によって影響を受ける重要なものとして解釈・意味付与がなされ，内的・心理的表象へと変換され

た内部情報（知識）が「環境」である。企業の環境とは，経営目的を達成するうえで，意思決定者によって重

要・有意味と知覚される要素の集合といえ，経営目的は環境を規定するものであるが，一方で環境によって経

営目的が決まるという側面も認められ，両者は相互規定的関係にある（青木，1992，p.134；Ashby，1960，

邦訳，p.42；Simon，1970，邦訳，pp.455-469；高田，1972，p.13；1978，pp.10-15）。

タスク環境と企業内環境は，比較的コントロールしやすいものといえる。この共通特性から，両者を合わせ
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われわれは木製品産業の分析を通じて，これら諸環境の変化，ひいては企業の考える訴求ポイ

ントの変化が，戦術選好に大きな影響を与えることを明らかにした。シックハウス症候群の社会

問題化と戦術選好との関係については，前章で確認したところであるが，木製品産業の場合，た

とえば，

① 米国によって木製品が貿易障壁の槍玉に挙げられたこと

② 東南アジア諸国が森林資源保護や産業育成を目的に，丸太の輸出規制を強化する一方，木

製品の輸出を推進したこと

③ 規制緩和の進展などを背景に，消費者保護の充実・促進への社会的要求が高まったこと

④ 社会の成熟化に伴い，関心が単純な物質的欲望充足から健康や環境，安全・安心へ移った

こと

⑤ バブル期に人件費が高騰したことの影響で，輸入量が増加したこと

⑥ 景気低迷が長期間続いていること

⑦ 良質な原木が国内で枯渇したこと

⑧ 湿気に弱いために，長期間在庫として抱えられないこと

⑨ 人手への依存度が高い生産システムが採られていること

など，時代特殊的あるいは産業特殊的な諸環境が，戦術選択に与えた影響は決して無視できな

い 。しかし，事例研究を行う目的は，あくまで一般論を析出することにあり，他のケースにも

通じる部分に光を当てなければならない。われわれが注視すべきは，顧客の嗜向変化や競合企業

の増加というタスク環境の動き（および新技術の登場というマクロ環境の変化）に対して，企業

内環境とマクロ環境（生産環境）に適応性がないと判断された場合，その解決を目指して採られ

る戦術の規則的な推移である。

さて，外的諸環境の変化とそれらへの対応行動は，どのような視点から俯瞰できるものだろう

か。外的諸環境がいかに変化するか，そして企業はこれに対してどのような行動をとるのかにつ

いて，経験則をもとに体系化したのが，プロダクト・ライフサイクル（Product Life-Cycle；以

て「ミクロ環境」と呼ぶことがある。この他の企業環境の分類法として，たとえば占部（1984，pp.314-317）

による「１次的環境（株主，従業員，協力企業，消費者）」「２次的環境（経済環境，技術環境）」「３次的環境

（社会環境，政治的環境，自然環境）」がある。

東南アジア諸国の丸太・木製品輸出政策については，たとえば立花（2006，pp.124-125）を参照されたい。

1995年に PL法（製造物責任法）が施行され，同法第３条において，製造物の欠陥から生じた被害に対して

は，製造業者等が損害賠償責任を負うことが規定された。この製造業者等には，受託企業と委託企業の両方が

含まれる。

割り箸の生産においては，各工程をこなす機械はあるが，それをつなぐ機械がないため，製品ひとつひとつ

に人手がかかる（田中，2007，p.37）。こうした労働集約的特性は，国内の人件費高騰による海外生産シフト

を促す要因となる。

他方，合板の場合，製造工程において人手に触れると歩留まりが悪化し，品質が低下するといわれている

（日本政策投資銀行産業問題研究会，2003，p.25）。割り箸と合板のこうした製造特性の違いが，バブル期以降，

両者の輸入品増加率の間に大きな差が現れた一要因であるとも考えられる。

戦術選択の産業間での違いは，資本蓄積条件の違いによって生じるとみることができる。この条件の差異を

生み出す要因として，山崎（2005，pp.101-103）を参考にすれば，製品・技術・市場などの特性（たとえば，

製品価格の安定性，イノベーションのスピード・頻度，製品寿命の長さ）に規定される産業特性や，国家との

関係などを挙げることができる。
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下，PLCと略記）論である 。たとえば，導入期には「製品技術が安定・拡散していない」，成

長期には「競合企業が増加する」，成熟期には「代替品の出現に対し，耐久性，信頼性，品質な

どを向上させる製品改良が進められ，製造・管理技術の重要性が高まる 」「製品価格が低下し

始める」，衰退期には「製品のコモディティ化が進むことで価格競争が激しさを増し，コスト低

減努力が求められる」「設備投資意欲が低下する」というように，局面ごとにみられる特有現象

と，それに対して企業に求められる行動を，PLC論は描いている。

戦術（具体的行動）とは，状況とそれへの対応策によって規定される。よって，戦術選好につ

いてのモデルを構築する場合には，PLC的視角をベースにすることが適当であるといえる。と

りわけ FDIと委託生産との間の選好順序に焦点を当てる場合，タスク環境の中の「顧客・市場

（Customer）」「競合企業（Competitor）」と，企業内環境すなわち「自社（Company）」が重要

因子になる。よって，いわゆる〝３Ｃ"と呼ばれるフレームワークを用いながらモデル化を試み

ることも，有効であるといえる。

２．FDIと委託生産の選択意義

われわれは，戦術を選択・修正することを「環境変化に対する適応行動」としてとらえた。こ

こではさらに一歩進めて，FDIおよび委託生産を選択するということが，どのように意味づけ

られるものなのかについて，検討することにしよう。

FDIは，国内に流入してきた低価格製品に対抗しつつ，ハイレベルなＱやＤを求める顧客

ニーズに応じるためには，技術・意識の面で覚束ないところがみられる海外地場企業に任せるこ

とは適当ではないとの判断の下，選好される。見方を変えれば，FDIとは安価な製品に対抗す

るために，「立地環境を同等とすることにより，海外地場企業の強みを弱め」「自社が有する，海

外地場企業よりも優れたＱやＤへの対応力を活かすことで，競争優位を得る」ための工夫である

といえる 。生産を外部に任せた場合，提供した製造技術の恣意的利用・外部流出の発生により，

商機を失う危険性があるとの声も，調査の中で度々耳にした 。この点も勘案すれば，利潤極大

化を目指し，自社の強みを最大限に活かすための方策としての意義が，FDIの選択にはあると

いえる。

一方で委託生産は，低コスト生産に有効な海外地場企業の経営資源を補完的に活用することを

Kotler（1984，邦訳，pp.263-264）は，PLCが存在することで，企業が考えねばならないこととして，①

衰退製品にとって代わる新製品の発見（新製品開発），② PLCの各段階における既存製品の効果的管理を指摘

している。

われわれが本稿で考えている品質（個別的品質；差異的品質）とは，モデル，デザイン，色彩などの「見た

目の品質」よりむしろ「性能品質（本質機能）」である。しかし，標準化した製品では差別化の余地が小さい

ため，前者のいわゆる二次品質・魅力的品質（表層機能）が優劣を決する重要なポイントとなる（三谷，1993，

pp.65-70；西尾，1995，p.55；嶋口，1984，p.159）。

黄（1997，p.66）は，「激増する低価格輸入品への対応」「輸出用の生産拠点の設置」を理由とした中国事業

展開では，合弁形態よりも独資形態が採られるケースが多いと述べている。同研究で用いられたサンプル企業

の詳細が不明なため，憶測の域を超えないが，これはＱやＤへの対応力を武器に優位に立つためには，自社の

コントロール度が高い独資形態が適していると企業が判断した結果であると考えられる。とはいえ，独資形態

を選択したとしても，設立後しばらくは高い不良品率に悩まされるのが一般的である。

生産を委託した製品の商標権・意匠権を侵害する同種製品が生産され，安価で販売される危険性の存在とそ

れへの対処法については，祝（2004，pp.119-121）。
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可能とする選択肢であった。海外地場企業は一般的に，他国から参入してきた企業に比して，雇

用コストや地代（工業団地の賃料）などの面で有利である。また海外地場企業は，現地独特の商

習慣などに通暁していること，現地ネットワークを活用できることから，原材料・中間財の調達

面でもアドバンテージを持つ。また，生産効率向上の面でも，有利な立場にある。自国内需要が

旺盛であることや，低コスト生産に惹かれる多くの企業から生産を請け負う機会に恵まれている

こと（販路の拡大・多様化；世界企業の工場化）により，生産繁閑の波が小さく，経営基盤の安

定性は相対的に高い。このような状況は，設備投資や生産改善努力を促し，生産効率面での優位

な状況を醸成しうる 。

このようにみると，FDIと委託生産の各戦術とは，自社・他社が有する優位性の源泉を有効

活用し，利潤に結びつけるための工夫であると意味づけることができる。あるいは，「様々な生

産要素を生産目的に合わせて有機的に結合して生産する体系（生産システム）」を「技術」と呼

ぶとすれば ，この戦術の選択論は，経営諸環境を組み合わせる一種の技術論として捉えられる

ものといえる。

既述のように，市場が頭打ちとなり，低価格製品の供給が求められる PLCの末期では，競争

結果の明暗を分けるＣへの対応力をより一層高めることが重要となる。このとき，委託生産を選

択することが効果的となるわけだが，それは固定費を変動費化できる，さらにはテンポラリーな

関係ゆえに，複数社間で競争させることで，より良い取引条件（調達費用）を引き出すことが可

能であるといった，委託生産の特性によるとことも大きい 。

他方，内部取引ゆえに，生産調整をフレキシブルに行え，かつ第三社との取引が優先されるこ

ともないため，製品発注から納品までのリードタイムを短縮化しやすい ，人材の最適配置や必

賞必罰を実践できる ，あるいはクレーム処理を速やかに行えるという組織特性上の利点は，

FDIならではのものである。つまり FDIの選択は，ＱやＤへの高い対応力の獲得につながる

モード特性を活かすことができる点で有意義であるといえる。

このような観点に立てば，FDIおよび委託生産とは，優位性を築くために，それぞれが有す

るシステム特性（取引特性）を活かそうとする試みであるといえる。

獲得利潤を大きく左右するのは，Ｑ，Ｃ，Ｄへの対応力である 。これらには，ふたつの変化

生産受注量の増加，経営の安定化に寄与していることを実感すると，受託企業はＱ，Ｃ，Ｄの指導に熱心に

耳を傾け，改善に積極的に取り組むようになるという。自社が出す発注量は限定的であるにしろ，第三社から

の受注量も加わることで，この学習効果を享受することができるようになる（BOSS編集部，2005，p.33）。

われわれが研究対象としたＫ社も，第三社とのビジネスに正の効果をもたらす指導については，受託企業の吸

収意欲はきわめて高いと述べている。

新 （1997）pp.26-27。

海外現地法人の設立は，事業の存続にかかわる何らかの問題が発生した場合に，柔軟な対応をとりにくい。

よって，明るい将来展望が開けていない状況において，FDIはきわめてリスクが高い選択肢となる。

高嶋（1998，pp.31-32，42，180）は，配送にかんする顧客ニーズとして，「注文から納品までのリードタイ

ムの短さ」「必要な時に必要なだけ納入してくれるフレキシブルさ」を挙げ，これに対応することを「配送段

階の顧客適応」と呼んでいる。他社に生産を委託した場合，第三社との取引が優先されうるが，そうした事態

は，とくに委託元が製品開発力や販売力に欠ける場合に起こりやすいという。

委託生産の場合，人事権，賃金決定権，採用罷免権などが自社にはない。

取引先に対して強く求めるニーズとして，木製品産業に限らず，「製品・加工の品質の良さ」「品質の安定

性」「コスト削減力」「短納期対応力」「納期の確実な遵守」がとくに高くなっていること，およびとりわけ海

外企業へ生産委託する場合にＱやＤが大きな問題となることについては，中小企業庁（2006，p.112），経済産
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が経時的に現れる。ひとつは「それらの国際的な企業間格差の変化」であり，もうひとつは「そ

れらの商機創出力の変化」である。世の中に有用なものとして存在し続けるために，これらの変

化に応じながら制約を突破するために採用される創意的術策である FDIと委託生産は，「競争優

位の源泉の有効活用法」「競争優位の源泉の有効創造法」という，ふたつの面から意味づけるこ

とができる。

（未完)
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